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Ⅰ「稼げるまち」の実現

1
水素拠点化推
進事業

　市内で水素の利活用を
検討する事業者に対し
て、検討フェーズごとの
支援を行い投資を促進す
ることで水素拠点形成を
推進し、地元企業の脱炭
素化と国際競争力強化、
市内への新たな産業集積
につなげるとともに、市
内外へ水素拠点化の取組
を発信する。

グ
リー
ン成
長推
進課

水素拠点の
形成

R5 0拠点

R12年度
までの
目標：
1拠点

国支援
制度へ
の採択
1件

22,000

2

市内事業者等
への再エネ
100％北九州モ
デル普及推進
事業

　令和5年4月に採択され
た国の再エネ交付金を活
用し、市内事業者等が第
三者所有方式による太陽
光発電設備、高効率空調
設備の導入を行う場合の
費用の一部を補助する事
業を実施し、市域のCO2排
出量の削減につなげる。

再生
可能
エネ
ル
ギー
導入
推進
課

再生可能エ
ネルギー導
入量の増加
（事務事業
番号2～4と
の合同評
価）

R2 436,000kw

R12年度
までの
目標：
1,400,
000kw

703,371 kw 53,600

3

脱炭素社会の
実現に向けた
再エネ100％北
九州モデル推
進事業

　令和4年4月に国から選
定された脱炭素先行地域
の取組として、第三者所
有方式による太陽光発電
設備、高効率空調設備を
公共施設等に導入し、市
域の脱炭素化を行う。
　また、脱炭素先行地域
の共同提案者である北九
州連携中枢都市圏域の自
治体の脱炭素に向けた側
面的支援を行う。

再生
可能
エネ
ル
ギー
導入
推進
課

再生可能エ
ネルギー導
入量の増加
（事務事業
番号2～4と
の合同評
価）

R2 436,000kw

R12年度
までの
目標：
1,400,
000kw

703,371 kw 565,163

4
ペロブスカイ
ト太陽電池導
入拡大事業

　軽量・柔軟などの特徴
を有するペロブスカイト
太陽電池について、これ
まで太陽電池が設置困難
であった場所（公共施設
等）に設置を進め、再エ
ネの導入拡大を積極的に
推進する。

再生
可能
エネ
ル
ギー
導入
推進
課

再生可能エ
ネルギー導
入量の増加
（事務事業
番号2～4と
の合同評
価）

R2 436,000kw

R12年度
までの
目標：
1,400,
000kw

703,371 kW 79,500

R8目標値 R8目標値
予算額

（千円）

再生可能エネルギーや水
素拠点化を通じた市内企
業の成長と産業集積

担
当
課

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
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5
北九州市風力
発電人材育成
事業

　風力発電関連産業の総
合拠点として、その機能
を十分に発揮するには、
人材の「育成」と「確
保」が必要である。
　このため、「北九州市
洋上風力キャンプ」を実
施し、市内外の学生等の
関心を高め育成を図ると
ともに、「北九州市風力
発電人材育成連絡会」を
通じた産学官の連携によ
る人材の育成・確保に引
き続き積極的に取り組
む。

環境
学習
課

洋上風力発
電関連産業
が就職候補
先となり得
ると回答し
た割合（大
学生）（研
修等に参加
した学生へ
のアンケー
ト結果：毎
年度）

R6 81.0%

R12年度
までの
目標：
90.0％

単年度
目標設
定なし

洋上風力発
電関連産業
が就職候補
先となり得
ると回答し
た割合（高
校生）（研
修等に参加
した学生へ
のアンケー
ト結果：毎
年度）

R6 51.7%

R12年度
までの
目標：
60.0％

単年度
目標設
定なし

19,350

6
環境未来ビジ
ネス創出助成
事業

　新規性、独自性、実現
性の高い環境技術の研究
及びビジネス創出に要す
る費用の一部助成によ
り、市内中小企業等に技
術開発等の機会を提供
し、事業化への支援を行
う。

サー
キュ
ラー
エコ
ノ
ミー
推進
課

サーキュ
ラーエコノ
ミー関連市
内投資額
（事務事業
番号6～7と
の合同評
価）

R4
10億円/

年

R12年度
までの
目標：
30億円/

年

単年度
目標設
定なし

42,000

7

サーキュラー
エコノミー基
盤形成促進事
業

　本市の環境産業を世界
経済の潮流であるサー
キュラーエコノミー（循
環経済）に対応させるこ
とで、関連企業の集積や
新たな投資につなげるた
めに、資源循環に取り組
む企業や大学との連携に
よる事業化検討、次世代
型リサイクル技術実証等
を行う。

サー
キュ
ラー
エコ
ノ
ミー
推進
課

サーキュ
ラーエコノ
ミー関連市
内投資額
（事務事業
番号6～7と
の合同評
価）

R4
10億円/

年

R12年度
までの
目標：
30億円/

年

単年度
目標設
定なし

11,700

8
サーキュラー
エコノミー基
盤構築事業

　産業廃棄物の埋立量削
減や排出抑制を目指すと
ともに、サーキュラーエ
コノミーへの移行に向け
た基盤を構築するため、
再生利用に資する処理施
設の導入に加え、産業廃
棄物の脱炭素化の取組
等、動静脈企業の連携を
支援する。

産業
廃棄
物対
策課

産業廃棄物
の最終処分
量の削減

H30 203,000t

R12年度
までの
目標：

185,000t

単年度
目標設
定なし

23,532

北九州エコタウンを中心
としたサーキュラーエコ
ノミーの推進による企業
の競争力強化と新たな環
境産業の集積
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アジア・グリーン共創ハ
ブの推進

9
アジア・グ
リーン共創ハ
ブ推進事業

　環境国際協力や環境国
際ビジネスの結節点とな
る「アジア・グリーン共
創ハブ」を目指すため、
国内外の環境関連企業や
国際機関等とビジネス面
で接点を強化し、企業の
技術・製品・サービスの
輸出に加え、対日投資を
含めた取組を展開する。

環境
国際
戦略
課

環境国際ビ
ジネス参入
企業数及び
案件額
（H22年度
からの累
計）

R4
30社

約100
億円

R12年度
までの
目標：

50社程度
約500
億円

単年度
目標設
定なし

34,300

Ⅱ「彩りあるまち」の実現

都市ブランドの確立（ポ
ジティブな情報発信によ
る北九州市のイメージ
アップ）

10

環境配慮型ラ
イフスタイル
への転換に向
けた広報啓発
事業

　市民に対し、自発的な
環境配慮行動の実践に繋
げ、環境配慮型ライフス
タイルへの行動変容を促
進するため、各人の行動
実施をポイントにより見
える化できる「ていたん
ポイント（市公式LINEと
連携予定）」をプラット
フォームとして活用し、
環境局全体で連携して一
元的に環境配慮行動の習
慣（継続）化を図る仕掛
けを展開する。

グ
リー
ン成
長推
進課

ていたんポ
イント利用
者数（行動
変容者数）

― ― ― 1,000 人 10,000

ネイチャーポジティブの
推進

11
生物多様性戦
略推進事業

　産学官民が連携した
「北九州ネイチャーポジ
ティブネットワーク」を
活用したプロジェクトの
推進や、ポータルサイト
等を活用した市民・企業
等への情報発信・普及啓
発を通じて、北九州市生
物多様性戦略の推進を図
る。
　また、自然環境の現状
把握と保全活動の支援等
に取り組み、生物多様性
を大切にする価値観の形
成を図る。

ネイ
チャ
ーポ
ジ
ティ
ブ推
進課

生物多様性
に関する市
民の認知度
（行政評価
市民アン
ケート：毎
年度）

R7 実績値

R12年度
までの
目標：
60.0％

対前年
度比増

生物多様性
保全につな
がる活動へ
の参加率
（行政評価
市民アン
ケート：毎
年度）

R7 実績値

R12年度
までの
目標：
50.0％

対前年
度比増

36,075
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Ⅲ「安らぐまち」の実現

12
エコ・アップ
デート推進事
業

　第2期北九州市循環型社
会形成推進基本計画に掲
げるリサイクル率の目標
達成に向けて、市民に分
別が十分に浸透していな
い廃食用油、プラスチッ
クごみなどについて、回
収拠点の増加や市民向け
のPRなど、集中的にリサ
イクル策を強化する。

循環
社会
推進
課

市民１人一
日あたりの
家庭ごみ量

R1 468g

R12年度
までの
目標：
420ｇ以

下

単年度
目標設
定なし

一般廃棄物
のリサイク
ル率の増加

R1 28.0%

R12年度
までの
目標：
32.0％

単年度
目標設
定なし

21,500

13
事業系ごみ対
策強化事業

　令和6年度に実施した事
業系ごみの組成調査結果
をもとに、業種に応じた
啓発物を作成するなど、
効果的なごみ削減・リサ
イクルの誘導を図るとと
もに、後を絶たない焼却
工場への不適物の搬入や
無許可疑いの業者による
搬入などへの検査体制の
強化を行う。

循環
社会
推進
課

事業系ごみ
量（市の施
設で処理し
た量）の減
少

R4 162,292t

R12年度
までの
目標：
129,833

ｔ
（基準値
から

20.0％
減）

単年度
目標設
定なし

一般廃棄物
のリサイク
ル率の増加

R1 28.0%

R12年度
までの
目標：
32.0％

単年度
目標設
定なし

25,240

14

ごみステー
ション対策グ
レードアップ
事業

　市民が「管理しやすい
ごみステーション」を目
指し、民間の力も活用し
ながら、折り畳み式容器
の普及促進、地域のごみ
ステーション管理に対す
る支援の充実を図り、ご
みステーション散乱防止
対策に取り組む。

業務
課

散乱ごみス
テーション
数

R7 213件

R11年度
までの
目標：
0件

160
（R7調
査比▲
25.0％)

件 56,000

持続可能な循環型社会の
構築


